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空き家の発生要因

１世帯で複数の住宅を所
有するシチ シ ン

空き家の発生要因

住替え 売却したいが売れない

有するシチュエーション

立地の要因

住宅仕様の要因

o 都市部にあるが駅から離れている

o 地方、郊外立地である 等

<

市
場
に

が が

住宅仕様の要因

住宅のコンディションの要因

o 規模が大きすぎる

o 間取りが使いづらい

o 住宅設備機器のスペックが悪い 等

に
出
て
い
る
、
出

一時的な転居

賃貸したいが借り手がつか

ない

マーケティングの要因

o メンテナンスがされていない

o 老朽化している

o リフォームに費用がかかる 等

売却価格 家賃が相 あ な

出
し
た
い>

売却したくない
躊躇している

o 売却価格、家賃が相場に見あっていない

o 広告宣伝力が弱い 等

愛着がある、何時かは戻りたい

賃貸したくない

躊躇している

買い増し、建て
増し、セカンドハ

ウス購入
他人に貸すことの抵抗感

貸すと戻ってこないのではという不安感

<

市
場
に
出
て

主な検討ターゲット

相続

躊躇している

なんとなく放置
物件が遠方で手が回らない

定期・不定期で利用している
て
い
な
い> リフォームするのに費用がかかりすぎる
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相続 なんとなく放置

活用の仕方がわからない

荷物が置いてある



個人住宅の賃貸流通に関する阻害要因（たたき台）

主に貸し手側 主に借り手側 主に事業者側 主に行政側

共
通
の
阻

貸 手側 借り手側 主に事業者側 主に行政側

「家を貸す」という発想を持って
いない場合が多い。

貸すと戻ってこないのではとの
不安感

空き家の実態を把握することが困難

所有者を特定することが困難

個人戸建住宅は個別性が強く

個人戸建住宅は修繕費や
原状回復費用がかさむケー
スが多い

阻
害
要
因

不安感

賃貸した場合、借主と近隣の関
係や家を雑に扱わないかなど
の不安がある

十分な管理を行っていない

個人戸建住宅は個別性が強く
マッチングが難しい。管理業者
としても、管理しにくい

電力会社へのアンペア数変更や町内
会への対応などの事務手続きが多い

主
に
都
市

十分な管理を行っていない

老朽密集市街地に空き家
が存在する

駅近の賃貸アパートの志向性が
強い
（子育て世帯でも郊外の広い戸
建を求める声は少ない）

市場はあるが、戸建の場合は
一般的な情報提供フォーマット
に入れにくい

築年数が古いだけで検索して

相場賃料を得るためには相当
の修繕が必要

都市部に多い狭小住宅の場合、
高額の初期費用が必要市

部

賃貸借契約に馴染みがない

ペット可を求める声が大きい
築年数が古いだけで検索して
もらえない

高額の初期費用が必要

（売却を選択するケースが多い）

主
に
地
方
部

賃貸借契約に馴染みがない

相談相手がいない

荷物等の片づけが面倒・費
用がかかる

所有者が遠方（大都市部）
安価な手数料収入なためビジ
ネスとして成立しにくい

物件の情報を取得しにくい

地域コミュニティへの不安

就業面での不安 事業者の協力が得られに
くい部

所有者が遠方（大都市部）
に多く存在(所有者を特定し
にくい）

ネスとして成立しにくい

物件間の距離があるため、管
理コストがかかる

くい

定住に結び付けるのが難
しい

3
Copyright (C) 2013  Value Management Institute, Inc. All Rights Reserved.



個人住宅の賃貸流通促進に向けた官と民と協力体制（イメージ案）

物件利用者・希望者（借主）※本案は、これまでの事例調査、
グ プ ゼ 物件利用者 希望者（借主）

地域として空き家対策・定住促進策を
進めようとする場合、地域で「空き家
バンク」を立ち上げ 物件情報の集約

地域情報・物件情報の発信
申込

（行政等）

ヒアリング、プレゼンテーション
等をもとに暫定案として作成した
ものです。

地域における個人住宅賃貸流通促進の枠組み

物件登録にあたっては、行政の社会
的信頼性が有効
固定資産台帳など公用申請で物件情
報を入手できること、納税通知時に
空き家情報提供を呼びかけることな
ど 集 有

バンク」を立ち上げ、物件情報の集約
的管理・発信が有効（１業者ではなく、
地域として情報を発信することができ
る）

（行政・NPO・業者等）
（行政等）

※空き家バンクがある場合、物件
利用者・希望者との窓口となる

空き家情報管理・提供システム
（空き家バンク）
・物件の登録

物件情報の発信 宅建業者 建設業者等行政（市町村）

どは物件情報の収集・登録に有効

行政（県） ・物件情報の発信 宅建業者・建設業者等
・契約に向けた物件調査・評価
・契約締結
・物件の管理・修繕

行政（市町村）
・関連施策の総合的策定・実施
・物件情報提供の依頼・啓発
・地域情報の発信
・事前の物件調査

協定等の締結

行政（県）
・地域における取組

への総合的支援
（制度、費用、情報 等）

地元NPO、住民団体、企業等
・定住相談・支援
・物件情報、生活情報の提供・紹介

技術的、専門的見地から、物件調査・
評価・契約は宅建業者が担う
賃貸の場合 仲介だけでは業者の継続

地方部など、地域活性・定住対策
として空き家活用に取り組もうと
する場合 NPO 住民団体 地元 賃貸の場合、仲介だけでは業者の継続

的な協力が得にくいため、物件の修
繕・管理も併せて対応できるような連
携体制としておくことが有効

物件登録の依頼・啓発
（行政・NPO等）

する場合、NPO、住民団体、地元
企業等の地域密着性を活かした支
援が有効

物件の登録
（NPO等）
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物件所有者（貸主）



参考）江津市における空き家活用の推進体制
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出典：第２回個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会 中川委員提供資料より


